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全国で設置が進められている「道の駅」は，3 つの機能（休憩機能，情報発信機能，地域連携機能）を

有する施設として平成 5 年から本格的に整備が開始され，現在では 1,100 駅を超えるに至っている．近年

では，中山間地域における小さな拠点や自動運転サービスの運用拠点など，地域の拠点としての機能も期

待されている．しかし，「道の駅」といっても，その立地や施設，運営形態や収支状況等は実に多様であ

り，全体像が把握されていない状況にある．また，自動運転サービスとしても，既存の公共交通の代替・

補完や，集荷・宅配などの物流・生活支援，観光における周遊促進としての活用など，様々な導入シーン

が考えられる．そこで本研究では，道の駅を核とした自動運転サービスが地域交通の一端を担う可能性を

検討するため，全国の道の駅を対象に実施したアンケート調査を用いて，どのような地域の道の駅にどの

ような自動運転サービスが適しているのかについて基礎的検討を行った結果を報告する． 

 

     Key Words:  

 

 

1. はじめに 

(1) 研究背景と目的 

全国で設置が進められている「道の駅」は，3 つの機

能（休憩機能，情報発信機能，地域連携機能）を有する

施設として平成 5年から本格的に整備が開始され，現在

では 1,134 駅が登録されている（平成 29 年 11 月時点）．

しかし，この 3つの機能は，近年改めて整理されたもの

であり，整備当初は設置者や利用者に十分理解されてい

なかった 1)．道の駅の発足時，社会実験後に本格実施の

検討が進められ，当初の目的としては｢道路利用者への

安全で快適な道路交通環境を提供するとともに，地域の

振興に寄与する｣とされた．当時の登録要件は，24 時間

利用可能な駐車場・トイレ・電話の設置，道路情報・観

光情報などの提供であり，この条件を満たせばその他の

施設構成や提供サービスは施設者に委ねられる 2)ため，

周辺地域との関係や地域の拠点としての位置づけなどが

必ずしも考慮される必要はなかった．その後，道路利用

者を支えるための休憩機能以外のニーズが次第に高まり，

現在のように機能が多様化したとされている 3)． 

また，道の駅の登録数については，制度発足初動期に

は 200 ヶ所を超え，｢ふるさと交流拠点事業｣（1996 年

度）の創設により整備が推進され，第 12 次新道路整備

5 ヵ年計画，社会資本整備計画の中への位置づけなどを

経て現在の登録設置に至っている 4)． 

近年では，このような経緯で整備された道の駅につい

て，新たな価値として，｢小さな拠点｣としての役割 5)や，

交通拠点としての役割が期待されている．特に後者につ

いては，国土交通省が中山間地域を対象に，平成 29 年

度より，道の駅等を拠点とした自動運転サービスの実証

実験を開始し 6)，社会実装を目指している．道の駅の約

8 割は中山間地域に立地 7)していることから，今後この

ような高齢化が進む地域の人流・物流の確保として期待

されている． 

このような中，道の駅を拠点として自動運転サービス

を展開する際の需要や導入可能性，運営面の検討など運

用に関する研究は緒に就いたばかりであり，特に道の駅

については，実態が把握されていない現状にある． 

そこで本稿では，道の駅を核とした自動運転サービス 
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が地域交通の一端を担う可能性を検討するため，全国の

道の駅を対象に実施したアンケート調査を用いて，どの

ような地域の道の駅にどのような自動運転サービスが適

しているのかについて基礎的検討を行った結果を報告す

る． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

 道の駅を対象とした研究については，道の駅の設置状

況と地域的な要因（可住地面積等）との関係について分

析したもの 1)，道の駅の立地と農産物出荷者との関係を

報告したもの 8)，道の駅が地域経済に与える影響につい

て考察したもの 7)，道の駅の機能や役割に関する報告 9) 

10)などがある．また，道の駅の計画・設計の課題と施設

評価の関連についての報告 11)や，地域住民との連携を促

すための計画プロセスに関する事例分析 12)など多岐にわ

たるが，道の駅を拠点とした自動運転サービス運用への

基礎的検討として，道の駅の利用・運営実態を明らかに

しようとする研究はほとんど見られない． 

 

2. 調査概要 

(1) プレ調査 

全国の道の駅を対象に，運営に関するアンケート調査

を実施した．その調査内容と結果は後述するが，アンケ

ート調査に先立ち，調査票を設計する上で 7件の道の駅

（岩手県内 2件，奈良県内 2件，愛媛県内 2件，鹿児島

県内 1件）を対象にプレ調査を実施した．プレ調査では，

主に，各道の駅の 1）整備経緯，2）運営者の組織体制

など運営の仕組み，3）利用実態，4）課題などについて，

各道の駅担当者にヒアリング調査を実施した． 

その結果，整備経緯については，整備時期が新しい駅

は観光拠点などを目指して整備されたものが見られたが，

農業振興を目的として整備されたケースが多かった．そ

のため，農産品の物販については，道の駅周辺地域（周

辺の捉え方は各駅で異なる）からの出品に限定している

場合がほとんどであった．また，運営の仕組みについて

は，同じ組織構成や運営方式のものはなく，各駅の整備

経緯に関連した仕組みとなっていた．また，全ての道の

駅において，農業生産者の高齢化を課題としていた． 

 

(2) 本調査 

 全国の道の駅 1,134 駅（平成 29 年 11 月時点）のうち，

登録済みではあるがオープンしていない駅や休止中，積

雪などにより閉鎖期間中の駅（計 25 駅）を除く，1,109

駅を対象とし，アンケート調査を実施した．調査方法は，

アンケート票送付による郵送調査にて実施した（表-1）． 

 

 

表-1 アンケート調査概要  

調査対象 全国の道の駅 1,109駅 

調査期間 平成 30年 2月16日発送～3月 5日投函分 

調査方法 アンケート郵送調査 

各道の駅の設置者宛に調査票を郵送し，道の

駅の運営面に詳しい担当者（駅長や支配人な

ど）に回答いただくよう依頼 

返信用封筒にて回答（一部メール送付での回

答有り） 

回収率：約 56％ 

（回収 620駅，配布 1,109駅） 

調査項目 各道の駅の運営に関する項目を中心に全 13問 

Q1：道の駅の名称 

Q2：道の駅周辺の公共交通について 

Q3：道の駅の来場者について 

Q4：道の駅の来場者（リピーター）について 

Q5：農産物等の物販の有無，道の駅への出品

方法や販売手数料等について 

Q6：他の道の駅や団体との連携イベント等の

有無と活動内容 

 

 

図-1 各道の駅に隣接する公共交通 

 

     図-2 各道の駅の地元利用客の割合 

 

図-3 各道の駅のリピーター客の割合 
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3. 調査結果と考察 

 

(1) 道の駅と隣接する公共交通 

アンケート調査結果を下記に報告する．まず，各道の

駅に隣接する公共交通について回答を求めた結果，図-1

の通り，路線バス，コミュニティバスが多く，鉄道駅が

隣接する立地は極めて少ないことが分かる．このことか

ら，現状では，マイカー以外では路線バス・コミュニテ

ィバスによる周辺地域からの集客が想定されるが，実際

は，マイカー利用が多いため，既存バス路線と地域住民

のニーズとのミスマッチングが生じているのではないか

と推察される． 

 

(2) 地元利用客の割合 

次に，各道の駅の来場者の内訳について回答を求めた

結果，地元利用客（地元市町村からの来客）の割合は，

図-2の通りとなった．全体の来場者のうち，地元利用客

が｢30～40％｣程度との回答が 18.2％で最も多く，次いで

｢20～30％｣程度との回答が 17.9％，｢10～20％｣程度との

回答が 15％となった．また，全体の来場者のうち，半

数以上が地元利用客との回答があった道の駅は 18.7％と

なり，現時点で地域の拠点化が実現されている例は少数

であることが推察される．一方で，リピーター客が半数

以上であるとの回答は 29.9％あり，道の駅が集客施設と

して機能していることが窺える（図-3）．  

 

(3) 物販出品物の持込方法と販売手数料 

 道の駅の物販としては，主に周辺地域の農産物・加工

品があるが，そのような農産品の道の駅への持込方法に

ついて回答を求めた．その結果，生産者自身が持ち込ん

でいる道の駅は 86.5％，道の駅の運営者自身が農産品を

回収しているケースは 13.9％となった．なお，そもそも

物販を行っていない道の駅が全体の 14.2％あることから，

サンプル数は n＝525となっている（図-4）． 

 また，物販出品物の販売手数料（販売委託料）の金額

設定の根拠について回答を求めたところ，組織の所属別

に金額が異なるという回答が 5.9％，出品者の地域別が

9.3％，消費期限などによる商品別が 15.2％という具体的

なルールを設けている場合がある一方で，特に手数料に

差を設けていない場合や手数料無しで運営している道の

駅も見られた．物販出品物の販売手数料は，物販を行っ

ているほとんどの道の駅において，運営を支える重要な

資金源となっていると考えられるが，各道の駅の運営方

針に差が見られる結果となった． 

 

 

4. おわりに 

 本稿では，道の駅を核とした自動運転サービスが地域

交通の一端を担う可能性を検討するため，全国の道の駅

を対象にアンケート調査を実施した．  

アンケート調査実施前のプレ調査（ヒアリング調査）

では，全ての道の駅において，農業生産者の高齢化を課

題としており，道の駅の主力機能となっている農産品直

売所を支えていく上で重要な課題である．また，地域の

農業振興が強いという道の駅の性質上，各道の駅に出品

する農業生産者を道の駅の周辺地域（行政区域内）居住

者に限定している場合がほとんどであった．加えて，道

の駅の農産品直売所は，高齢生産者の健康福祉を目的に

運営を始めたケースも見られた．現在は各個人で出荷し

ている道の駅が多いが，今後は生産者が交通弱者となり，

集出荷システムの導入や宅配サービスなどと併せた支援

が必要となる可能性が高く，このような点において自動

運転モビリティサービスの活用が期待される．同時に，

13.9%

86.5%

6.5%

9.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

道の駅の運営者

出品者自身

その他

無回答

(N=525)
 

図-4 物販出品物の持込方法 

9.3%

15.2%

5.9%

44.5%

6.6%

1.5%

15.9%

6.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

地域別

商品別

所属別

区分無し（一律）

手数料なし

その他

区分不明

無回答
(N=454)

 

図-5 物販出品物の販売手数料（委託料）設定区分 

    

条例・規約等
4.6%

他事例を参考
5.1%

関係者協議
1.5%

根拠なし
0.6%

運営費等
3.0%

不明（無回答含む）
84.8%

その他
0.4%

(N=525)

 

図-6 物販出品物の販売手数料（委託料）設定根拠 
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そのサービス利用料として出荷者等から料金を徴収する

と共に，その一部を農産品に価格転嫁することにより，

来場者にもサービスコストを負担して頂くようなビジネ

スモデルも検討の余地があろう． 

 アンケート調査では，少数の道の駅において，レンタ

ルサイクルや乗り合いバスの運行を地域団体と道の駅が

連携しているケースが見られたが，多くの道の駅におい

て，利用者の居住地域からのアクセス方法が自動車利用

中心となっており，地域のモビリティ再編計画と併せた

拠点化を目指していく必要があると考えられる．この点

については，道の駅が設置されている自治体を対象に公

共交通の運営実態を調査し，公共交通運行にかかるドラ

イバーの人件費削減としての自動運転システムの導入や，

道の駅を含む交通結節点への端末交通サービスとしての

自動運転システムの導入，ならびにそれに対する公的資

金の投入等を検討する必要があろう． 

 また，少数ではあるが，周辺地域とのイベント実施な

ど，地元との連携を有する道の駅が見られた．しかしな

がら，連携の内容としては，道の駅が地域活動の舞台と

なっていたり，地域の活動に道の駅関係者が介入するな

どの例は少ない．今後，道の駅を自動運転運用の拠点と

して機能させていくためには，まず道の駅と地域との連

携（地域住民が道の駅に日常的に通う仕組み）が必要と

考える．このような視点についても今後研究を進めてい

きたい． 
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